
【金融機関／システム開発会社】

「決済プラットフォーム」の基本機能（パターンC・将来形）
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「決済プラットフォーム」のモデル仮説

「決済プラットフォーム」
プライベートクラウド（自社情報限定）

【送金】

●支払データの確認
●送金処理
●送金実績等の共有

【実需者】

・スーパー
・外食チェーン
・飲食店
・専門店

【生産者】
農業法人/個人など

個人 など

【入金】

●与信管理
●請求書発行
●入金管理・債権回収

仲卸会社

【基幹システム】
【会計システム】

卸売会社

【基幹システム】
【会計システム】

支払データ

WEB閲覧
（リアルタイム確認）
（入金予定等）

支払い

請求データ

WEB閲覧

ペーパーレス化による郵送・
FAX送信料等の低減
（支払明細等の郵送の原則廃止、

WEB上の閲覧へ移行）

スマホ送金・決済サービスの活用
→送金手数料の低減

AI活用（与信限度額の
自動計算等）

ゆうちょ銀行
JAバンク メガバンク

地方銀行等

メガバンク

支払データ

システム間の自動連携（API連携等）

入金データ

地方銀行 信用金庫等
請求書発行・債権回収等の
アウトソーシング
（カード会社/保証会社等）

代払組織
仲卸組合等

入金

データ連係・標準化による
入力作業等の省力化

個人事業主
中小企業

一部のメニューを選択して活用も可能
（例：AIによる与信管理、送金アプリ等）



（６）モデル仮説の具体例
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①データの連携（変換プログラム）
②請求書の自動配信
③AI-OCR（自動読み取り等）
④クラウド化（バックアップサーバ強化等）
⑤スマートフォン決済・送金サービス
⑥AI活用（与信枠の自動計算、アラート配信）
⑦第三者活用（保証会社等）
⑧ブロックチェーン技術の活用

「決済プラットフォーム」のモデル仮説



具体例①：データ連係（変換プログラム） ～第一段階（品目コード等）
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「決済プラットフォーム」のモデル仮説

変換プログラム
（仮称）

標準コード

農家Ｂの品目コード

農家Ｃの品目コード

A団体の品目コード

生産者

＜開発・運用主体の例＞
・パターンA：代払組織で開発・運用
・パターンB：市場内の関係者で共同開発や

メンテナンス・周知徹底

卸売会社 仲卸会社

基幹システム基幹システム

仲卸Ａ社の固有コード卸Ｘ社の固有コード

随時新たな品目が追加
産地や県本部単位等でバラツキあり

（A市場内）

共通ルールにもとづく「対応表」を
ベースとする

受発注システム

物流・在庫管理
システム

会計システム

コードの共通化は
複数のシステムで効果あり



具体例①：データ連係（変換プログラム）～発展系（生産者及び小売）
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「決済プラットフォーム」のモデル仮説

変換プログラム
（仮称）

標準コード

農家Ｂの品目コード

農家Ｃの品目コード

A団体の品目コード

生産者

共通ルールにもとづく「対応表」を
ベースとする

＜開発・運用主体の例＞
・パターンA：独自システムを共同開発
・パターンB：既存サービス等を活用

→他市場、小売等との連携強化

卸売会社 仲卸会社

Ｘ社の商品コード

小売
（スーパー、専門店等）

Ｙ社の商品コード

Ｚ社の商品コード

基幹システム基幹システム

仲卸Ａ社の固有コード卸Ｘ社の固有コード
↓随時新たな品目が追加

新商品（組み合わせ・サイズ・パッ
ケージ含む）が随時追加

（A市場以外）

ブロックチェーン技術（分散管理）を活
用し、市場内の有識者（数十社）で随時
共有・更新することも考えられる。

※将来的には、ＡＩ活用（ディープランディ
ング等）により、新たな品目名、コードも学
習・変換する機能を追加



具体例②：請求書等の自動配信（又はWEB上での閲覧）
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「決済プラットフォーム」のモデル仮説

自動配信システム

取引先B社
取引先C社
取引先D社

取引先X社

会計システム

元データ（CSV)

アップロード

ファイル
（電子メール）

（郵送代行）

取引先A社

自動仕分け⇒帳票化（EXCEL等）

配信

基幹システム

【卸売会社】

FAX・複合コピー機等の
共同利用（無償）

生産者/仲卸会社等
既存サービスの活用

（WEB閲覧・PDF配信等）
WEB上で閲覧

・既存のシステムの機能（WEB閲覧機能）を活用してもらう方法もあり。
・ペーパレス化をすすめるにあたっては、生産者（特にシニア層）へのサポート体制や
移行措置等も重要な課題である。
（例：複合コピー機の「無償」シェアリングサービス、ＱＲコード活用・ガラケー対応等）

※複数のサービスあり
(例：コクヨの＠ＴＯＶＡＳ）

共通のメールアドレス宛て
又は複数のメールアドレス設定

取引一覧表
（確定申告用）

（年１回）

（PDF等）

（CSV形式）

ＱＲコード
（ガラケー対応）

ペーパーレス化を推進・徹底する上で、紙版・郵送を継続す
る場合は有料化する方法も考えられる。（関係者と要調整）



具体例③：ＡＩ－ＯＣＲ（手書き伝票等の自動読み取り）
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「決済プラットフォーム」のモデル仮説

ＡＩ－ＯＣＲ・自動読み込み機能を活用し、手作業業務（手入力、手書き伝票のシステム入力、入力
後のチェック業務等）の効率化が期待できる。
・対象例：生産者から受領する手書きの伝票や、取引先（個人事業主等）から受領する注文書等
・対応システム例：みずほＡＯＲソリューション、キャノンなど

会計システム

ファイル
（電子メール）

基幹システム

AI-OCR

生産者（又は販売先）

【卸売会社】送り状
手書き伝票

発注データ

【読み取りデータの例】
・法人・個人名
・品目名
・品目コード
・取引数量
・単価・金額 など

電子データ（CSV等）
自動連携

（日次アップロード）

伝票データの自動読み込み
（パターン認識・文字認識等）



【実需者】
スーパー
量販店
外食チェーン

専門店
個人経営

海外の取引先

具体例④ クラウド化
「決済プラットフォーム」のモデル仮説
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【生産者】

農業法人／個人

【卸売市場（青果）】

【卸売会社】

基幹システム
会計システム

【仲卸会社】

郵送・FAX
電子メール
システム送信

伝票送付

代払
組織 仲卸組合

小売組合

請求書
（明細）

プライベートクラウド（自社情報中心）
→タイムリーな情報共有、セキュリティ強化

共同決済口座

×
WEB上で閲覧可能

自社分の請求データ・取引履歴等
をタイムリーに把握できる
（セキュリティ強化が前提）

×
WEB上で閲覧・共有可能

自身の入金予定金額（及び実績）を
事前に把握可能。
（PC及びスマホ対応等）

WEB上で閲覧可能

入金予定データ

・請求データ
・取引履歴等

サーバーの分散管理（複数個所）、
決済データ等のバックアップ強化
（冗長化）

WEB上で閲覧可能



【生産者】
農業法人/個人など

具体例⑤：スマートフォン決済・送金サービスの活用
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「決済プラットフォーム」のモデル仮説

【必要データ（例】
・支払日（カレンダー機能）
・金額データ
・支払先マスタ
（口座名、口座番号等）

自動連携（API連携等）

振込データ

農家はスマホ等で入金予定、実績
額などをリアルタイムで把握可能

卸売会社

【会計システム等】

ゆうちょ銀行
JAバンクなど

スマホ送金アプリの活用

入金データ

送金処理

送金処理

【小売】
専門店（個人経営）
個人事業主
（小口・多頻度の取引中心）

スマホアプリ
（外部システム）

仲卸会社

【会計システム等】

銀行間振込でも送金手数料無料

夜間・土日でも対応可能

共同決済口座
（A銀行等）

銀行間振込でも送金手数料無料

現金持ち込みは不要で、スマホで簡単に送金

入金

WEB閲覧
履歴確認

WEB閲覧
履歴確認

データ上の処理（手入力不要）

【詳細データ（例】
・委託手数料（定率）
・各種手数料の差し引き分
・運賃負担
・振込手数料（銀行間）負担

など



具体例⑥：AI活用（与信限度額の自動計算、データの利活用）
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「決済プラットフォーム」のモデル仮説

ＡＩ（人工知能）

ディープラーニング/パターン認識
アルゴリズム解析 など

【与信限度額の自動算定】
A社： 3百万円／日
B社： 5百万円／日
C社・20百万円／日
※日次／週の累計枠等

事故履歴データ（返品・事故頻度等）
取引履歴データ（受発注データ）
単価データ（品目別）
せり人コード（担当者等との関連性）

アラート自動配信
（与信枠の●％超過）

取引制限
（与信限度枠内）【卸売会社】

基幹システム
会計システム

【仲卸会社】

会計システム

代払組織 仲卸組合

小売組合

自動連携（更新）

情報処理センターの共通システム
（セキュリティ強化／データ自動連携）

【卸売会社】 【仲卸会社】
【買参人】

A市場（青果） B市場

【他の関連データ】
・気象・天候情報
～桜の開花・梅雨入り時期等

・景気動向
・小売各社の業績動向
・経営者の購買・資産情報
・物価指数 など

将
来
形
（
発
展
形
）

自動連携（API連携等）

決済履歴データ（入金状況等）
（日次/月次/年次変動）
（月別の累計販売額）
※対象：過去●年度分 相関分析

※個別プログラムで
分析・計算する方法あり



具体例⑦：与信管理・第三者サービスの活用
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「決済プラットフォーム」のモデル仮説

【売り手】
～個人事業主等

会計システム

カード会社/保証会社
売掛金100％保証サービス等

・パターンA：第三者関与
（対象：実需者/仲卸）

・パターンB：既存組織の活用
（代払組織の機能強化）

手数料支払
（１～3％程度）

【買い手】
例：仲卸会社

基幹システム
会計システム

入金

入金
（債権回収）

入金予定データ
（請求書データ）

●請求書発行・債権回収等業務のアウトソーシング
→各社又は仲卸組合等の負荷軽減

●卸売各社は売上拡大に注力（未回収リスクを低減）

ケース例：仲卸会社が主体（中小企業・小口先等からの債権回収中心・代払組織が無いケース）

請求書

請求書

請求書発行（代行）
又は電子データ送信

与信管理DB
（業界共通）

入金サイトは
15日～30日程度を想定
（上限額設定あり）



具体例⑧：ブロックチェーン技術の活用例 ～将来構想
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「決済プラットフォーム」のモデル仮説

生産者
（農家等）

卸売会社 仲卸会社 倉庫
配送センター

店舗
飲食店

決済プラットフォーム
(ブロックチェーン）

改ざん防止（不正防止）
取引履歴の管理（もの・お金の流れ）

トレーサビリティ強化
複数関係者による情報共有（「中央管理型」でなく「分散型」）

送金
（電子マネー）
（アプリ等）

決済プラットフォーム
(ブロックチェーン）

将来形（全国展開）

Ｂ市場Ａ市場 Ｃ市場 海外

※参考：DLT（「Distributed Ledger Technology」の略）、分散台帳技術

商物分離取引
（ものが先行して動くケース）


